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参考１ 学校の復興とまちづくりに関する調査研究              １８ 
参考２ 東日本大震災の津波被害による学校施設の移転計画等に関する実態調査 ２０ 
参考３ 「学校の復興とまちづくり」に関する専門家派遣事業について     ５９ 
参考４ 学校の復興とまちづくり-３省連携による復興支援-          ６２ 
 
 
【附帯資料編】               
小野田泰明 「東日本大震災からの地域再生と学校の復興の現状から」    ６５ 
小林 英嗣 「‘教育施設の再建・復興とまちづくり支援’への姿勢と活動」 ６９ 
後藤 春彦 「場所を再生産する拠点としての学校の復興」         ７１ 
竹内 直文 「学校の復興とまちづくりの連携への期待」          ７３ 
長澤  悟 「東日本大震災からの学校施設の復興支援に携わって」     ７５ 
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なお，このアンケート調査は，震災後，初めての授業再開時点から平成 25年 1 学期時
点の状況を調査したものである。 
 































 １階床上以上に浸水した学校 53 校 
２階床上以上に浸水した学校         28校 
１階床上以上，２階床下以下に浸水した学校  25校 
２） 体育館の浸水状況 
 床上以上に浸水した学校   49 校 
３） 校庭（主にグラウンド）の浸水状況 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































平成 25年度     建設基本構想策定 
平成 25～27 年度  区画整理事業 
平成 25～26 年度  建築設計 
平成 27～28 年度  建設工事 
平成 29年度     供用開始予定 
【雄勝地区統合小・中学校】 
平成 25年度    建設基本構想策定 
平成 25～26 年度  測量及び調査，用地造成設計，建築設計 
平成 26～27 年度  用地造成工事 
平成 27～28 年度  建設工事 






































































































































































































































































































第２回 平成 25年７月８・９日 
・基本構想策定方針（案）について 
  グループ討議 
第３回 平成 25年８月７・８日 
・基本構想策定方針について 
・必要諸室について 
  グループ討議 
意見交換会 平成 25年９月２・３日 ・学校教職員を対象とした意見交換会 
第４回 




意見交換会 平成 25年 10 月５・14日 
・小中学校児童生徒を対象とした意見交換会 
（ワークショップ） 





平成 25年 11 月 27・29日 
・基本構想（素案）の説明 
  質疑応答 
第６回 平成 25年 12 月 13・14日 
・基本構想（素案）保護者等説明会について 
・基本構想（案）について 
  取りまとめ 






















































































































参考１  学校の復興とまちづくりに関する調査研究（国立教育政策研究所長決定） 
 
参考２  東日本大震災の津波被害による学校施設の移転計画等に関する実態調査 
 
参考３  「学校の復興とまちづくり」に関する専門家派遣事業について 
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教育政策･評価研究部長
渡 会 清 治 ＮＰＯ法人日本都市計画家協会 副会長
（株式会社アールトゥ計画事務所代表）








齋 藤 福 栄 文教施設研究センター長
新 保 昌 人 文教施設研究センター総括研究官（平成25年７月31日まで）
福 手 孝 人 文教施設研究センター総括研究官（平成25年８月１日以降）
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参考２ 津波被害による学校施設の移転計画等に関する実態調査


















































































記入者（教委等） お名前： 所属： TEL. or E-mail：
記入者（学校等） お名前： 所属： TEL. or E-mail：











（具体的に記述）   
（具体的に記述） 
（相手の学校名：       学校） 
（相手の学校名：       学校） 
（使用した廃校名：       学校） 
2-3  体育館は浸水していない 
2-1  体育館の床上まで浸水した 
2-2  体育館は浸水したが床上までは浸水していない 
問02  体育館の浸水状況を選択してください 
3-2  校庭は浸水していない 
問03 校庭（主にグラウンド）の浸水状況を選択してください 
4-1  他校に間借り 
4-2  他校の敷地内に応急仮設校舎を整
4-3  廃校施設を使用 
4-4  その他 
問04  初めての授業再開時（平成２３年度）の教室等の場所はどこでしたか 
5-1  屋内スペースの広さ （間借りなどの場合） 
5-2  敷地の広さ （応急仮設校舎整備などの場合） 
5-3  津波に対する安全対策 （立地などの環境面） 
5-4  通学の条件 （該当する場合には以下にも回答） 
5-4-1  通学経路の津波に対する安全対策 
5-4-2  通学経路の交通安全 
5-4-3  通学経路の距離 
5-4-4  通学の所要時間 
5-5  屋内運動施設までの移動距離や移動時間 
5-6  仮グラウンド等までの移動距離や移動時間 
5-7 その他 
問05  初めての授業再開時（平成２３年度）の施設や場所の選定にはどのようなことを考慮しましたか 
6-1  屋内の運動スペースが何らかあった （該当する場合は以下にも回答） 
6-1-1  他校の屋内運動場を共用・借用 
6-1-3  学校以外の屋内運動施設を活用 （市民体育館など） 
6-1-4  多目的室など校舎の一部を活用 
   
問06  初めての授業再開時（平成２３年度）に屋内の運動スペースはありましたか 
1-1  校舎の２階床上又はそれ以上に浸水した 
1-2  校舎の１階床上まで浸水した（２階床上は浸水していない） 
1-3  校舎は浸水したが１階床上までは浸水していない 
1-4  校舎は浸水していない 
問01 校舎の浸水状況を選択してください （最も浸水被害が大きい校舎の状況） 
6-1-2  仮設の屋内運動場を整備 






（相手の学校名：      学校） 
（統合後の学校名：       学校） 
（統合直後の統合校の全児童生徒数：     人） 









   
6-1-5  その他 
6-2  屋内の運動スペースは全くなかった 
7-1  屋外の運動スペースが何らかあった （該当する場合は以下にも回答） 
7-1-1  他校のグラウンドを共用・借用 
7-1-2  仮設グラウンド等を整備 （空地などを一時転用） 
7-1-4  その他 
7-2  屋外の運動スペースは全くなかった 
問07  初めての授業再開時（平成２３年度）に屋外運動スペースはありましたか 
8-1  スクールバスを利用した （該当する場合は以下にも回答） 
8-1-1  被災前から利用していて、再開時にもスクールバスを利用した 
8-1-2  授業再開のために新たにスクールバスを導入した 
8-2  スクールバスは利用しなかった （該当する場合は以下にも回答） 
問08  初めての授業再開時（平成２３年度）はスクールバスを利用しましたか 
9-1  他校に間借り 
9-2  他校の敷地内に応急仮設校舎を整備 （相手の学校名を記
9-3  廃校施設を使用 （使用中の廃校名を記述：   ） 
9-4  他校と統合した 
9-5  その他 
10-1  屋内の運動スペースが何らかある （該当する場合には以下にも回答） 
10-1-1  他校の屋内運動場を共用・借用 
10-1-2  仮設の屋内運動場を整備 
10-1-3  学校以外の屋内運動施設を活用 （市民体育館など） 
10-1-4  多目的室など校舎の一部を活用 
10-1-5  その他 
10-2  屋内の運動スペースはあるが課題がある （該当する場合は以下にも回答） 
10-2-5  その他 
    
問09  現在（平成２５年１学期）の教室等の場所はどこですか 
問10  現在（平成２５年１学期）は屋内の運動スペースはありますか、また、運動スペースに関する課題がありますか 
7-1-3  学校以外の屋外運動スペースを活用 （市民グラウンドなど） 
10-2-1  広さが課題      （現状：約   ㎡）  
10-2-2  天井高が課題  （現状：約   ｍ）  
10-2-3  室内の仕様が課題 （床材、壁材など） 











（現状：約   ㎡）  
（具体的に記述） 
11-1  屋外の運動スペースが何らかある （該当する場合は以下にも回答） 
11-1-1  他校のグラウンドを共用・借用 
11-1-2  仮設グラウンド等を整備 （空地などを一時転用） 
11-1-3  学校以外の屋外運動スペースを活用 （市民グラウンドなど） 
11-1-4  その他 
11-2  屋外の運動スペースはあるが課題がある （該当する場合は以下にも回答） 
11-3  屋外の運動スペースはない （該当する場合には以下にも回答） 
12-1  スクールバスを利用している （該当する場合は以下にも回答） 
12-1-1  被災前からスクールバスを利用していた 
12-1-2  従前は利用していないが、新たにスクールバスを導入した 
12-2  スクールバスは利用していない （該当する場合は以下にも回答） 
13-1  教室等に使用できるスペースが狭い、少ない 
13-2  特別教室等の使用に時間的な制約がある 
13-3  通学距離が長い、または通学に時間がかかる 
13-4  その他 
14-1  工夫している（例えば、特別教室を利用するために時間割を柔軟に調整している等）  
10-3  屋内の運動スペースはない （該当する場合には以下にも回答） 
15-1  教室が狭い 
15-2  教室の室温調整がしづらい 
15-3  上階の音が下階に響く 
15-4  廊下や隣の教室の音が聞こえる 
15-5  教室内で声や音が反響する 
15-6  その他 
問11  現在（平成２５年１学期）は屋外の運動スペースはありますか 
問12  現在（平成２５年１学期）はスクールバスを利用していますか 
問13  他校に間借りしている場合にはどのような課題がありますか 
問14  他校に間借りして授業を行う際に工夫していることがあれば記載してください 
問15  応急仮設校舎を使用している場合にはどのような課題がありますか 
   
11-2-1  広さが課題 
11-2-2  グラウンドの仕様が課題 （表土、水はけなど） 
11-2-3  教室からの移動時間、距離が課題 











（その時期：平成   年   月まで） 
（これまでの開催回数：   回） 
（これまでの開催回数：   回） 
（   回） 
（肩書きや立場など：          ） 
16-1  工夫している 
問16  応急仮設校舎を使用して授業を行う際に工夫していることがあれば記載してください 
17-1  学校施設の移転を計画している 
17-2  他校との統合を計画している 
17-3  小中一貫校や小中併設校を計画している 
17-4  移転や統合等の方針が決まっていない （該当する場合は以下にも回答） 
17-4-1  方針を決定する時期が決まっている 
17-4-2  方針を決定する時期は決まっていない  
17-5  その他 
18-1  地域住民等に対して意向調査アンケートを実施 （該当する場合は以下にも回答） 
18-1-1  地域住民全てを対象に実施 
18-1-2  児童生徒の保護者を対象に実施 
18-1-3  学校の教職員を対象に実施 
18-1-4  その他  
18-2  学校再建に関する検討会等で議論 （該当する場合は以下にも回答） 
18-2-1  検討会の開催回数 
18-2-2  検討会の構成メンバー （以下の該当するものを全て選択） 
18-2-2-1  地域住民の代表 
18-2-2-2  児童生徒の保護者 
18-2-2-3  学校の教職員 
18-2-2-4  学識経験者 
18-2-2-5  教育委員会の職員 
18-2-2-6  その他 
18-3  学校再建を含む地域全体の復興に関する検討会等で議論 （該当する場合は以下に回答） 
18-3-1  検討会の開催回数 
18-3-2  検討会の場で学校再建の説明や質疑が行われた開催回数 
18-3-3  学校再建の説明等が行われた検討会の回数はわからない 
18-4  地域住民等へのアンケートや検討会での議論は行っていない又は行う予定
18-4-1  被災前から移転計画があり場所も決まっているため 
18-4-2  被災前から統合や再編計画があり相手校や統合時期が決まっているため 
18-4-3  教育委員会と関係部局等で移転先の検討を行っているため 
18-5  その他 
19-1  まちづくり計画の検討組織の構成員として教育委員会も参加している 
19-2  まちづくり計画の検討において必要なときのみ教育委員会が参加している 
19-3  学校施設の復旧等においては教育委員会が関係部局と個別に協議している 
   
問17  学校施設の再建についてどのような計画をしていますか 
問18  学校施設の再建方針決定等において地域住民の意見をどのように取り入れていますか、又は取り入れる予定で




















（直線（水平）距離：約   ｋｍ） 
（校舎、屋内運動場、校庭のうち最も高い所：約   ｍ） （同 最も低い所：約   ｍ）  
（校舎、屋内運動場、校庭のうち最も高い所：約   ｍ） （同 最も低い所：約   ｍ） 
   
19-4  復興担当部局が学校の配置等も含めまちづくり計画を作成している 
19-5  その他 
20-1  生涯学習拠点として複合化や他の施設の併設を検討している （該当する場合は以下に回答） 
20-1-1  施設の複合化を計画している  
20-1-2  他の施設の併設を計画している 
20-1-3  まだ具体的には決まっていない 
20-2  地域の防災拠点として複合化や他の施設併設を検討している （該当する場合は以下に回答） 
20-2-1  学校施設の防災機能強化を計画している  
20-2-2  施設の複合化を計画している 
20-2-3  防災拠点として他の施設の併設を計画している  
20-2-4  まだ具体的には決まっていない 
20-3  農林水産体験を通じたコミュニティづくりの施設併設を検討している （該当する場合は以下に回答） 
20-3-1  上記のコミュニティづくりの施設併設を計画している  
20-3-2  その他 
20-3-3  まだ具体的には決まっていない 
20-5  複合化や併設の検討はしていない  
21-1  被災前の学校場所から再建場所までの距離 
21-2  被災前の学校場所の標高 
21-3  学校再建場所の標高 （造成工事を行う場合には、計画されている造成工事後の標高） 
22-1  工夫している （例えば、学校区を見直した、スクールバスの運行数を増加した等） 
問20  学校施設の再建において他の施設との複合化や併設を検討していますか 
問21  学校の再建場所は被災前の学校場所と比較してどのような場所に計画していますか 
問22  学校の再建場所を検討するにあたり、通学距離、時間に関連して工夫したことがあれば記述してください 
23-1  移転先の用地は範囲も含め決定している 
23-2  移転先は決定しているが、用地の範囲が決定していない 
23-3  移転候補地はあるが、移転先は決定していない 
  移転先が決定し な  
問23  移転先の用地は決まっていますか 
20-4  上記の20-1～20-3以外の施設との複合化や併設を検討している （該当する場合は以下に回答） 
20-4-1  その他の施設との複合化や併設を計画している 











（約    割） 
（約    割） 
（約    割） 
（約    割） 
（約    割） 
（約    割） 
（約    割） 
（約    割） 
   
23-4  移転先が決定していない 
23-5  集団防災移転事業と一体で計画している 
23-6  土地区画整理事業と一体で計画している 
23-7  その他 
24-1  教育委員会の担当職員が行った 
24-2  復興担当や都市整備担当等と教育委員会が協力して行った 
24-3  復興担当等の教育委員会以外の部署に用地交渉を依頼した 
24-4  都道府県の土地公社やＵＲ等の外部機関に用地交渉を委託した 
24-5  その他 
25-1  用地交渉が全て完了している 
25-3  用地交渉を進めている段階 （交渉済み面積が２割を超え、８割以下） 
25-4  用地交渉を始めたところ （交渉済み面積が２割以下） 
25-5  まだ用地交渉等の手続きには着手していない 
26-1  課題がある 
26-2  課題はない 
問24  移転先の用地交渉はどのように（どの部署が）行いましたか 
問25  移転先の用地取得はどの程度進んでいますか 










28-5  財源の検討まで至っていない 
＜用地取得及び造成に要する経費全体を１０割として、下記について概ねの割合を記述してください。＞ 
問27  用地取得及び造成を行う財源はどのように確保する予定ですか 
問28  新たに学校施設等の整備を行う財源はどのように確保する予定ですか 
＜学校施設等の整備に要する経費全体を１０割として、下記について概ねの割合を記述してください。＞ 













0 10 20 30 40 50 60
2 校舎の１階床上まで浸水した 












問02 体育館の浸水状況を記載してください                                            
53 
0 
0 10 20 30 40 50 60
1 校庭が浸水した 
2 校庭は浸水していない 

































0 10 20 30 40 50 60
1 屋内スペースの広さ （間借りなどの場合） 
2 敷地の広さ （応急仮設校舎整備などの場合） 



















































       （空地などを一時転用） 
1-3 学校以外の屋外運動スペースを活用 
















0 10 20 30 40 50 60
1 スクールバスを利用した 
1-1 被災前から利用していて再開時にも 
         スクールバスを利用した 
1-2 授業再開のために新たにスクールバ 




















































































   （空地などを一時転用） 
1-3 学校以外の屋外運動スペースを活用 































0 10 20 30 40 50 60
1 スクールバスを利用している 
1-1  被災前からスクールバスを利用していた 
1-2 従前は利用していないが，新たにスクー 





























































































問18 学校施設の再建方針決定等において地域住民の意見をどのように取り入れていますか               



















0 10 20 30 40 50 60
1-1 地域住民全てを対象に実施 
1 地域住民等に対して意向調査 













   相手校や統合時期が決まっている 
   ため 
4-1 被災前から移転計画があり場所も 
   決まっているため 
4 地域住民等へのアンケートや検討会での議論は 
  行っていない，又は行う予定がない 
3 学校の再建を含む地域全体の復興に関する検討 
  会等で議論 
4-3 教育委員会と関係部局等で移転先 
























0 10 20 30 40 50 60
1 まちづくり計画の検討組織の構成員として 
   教育委員会も参加している 
2 まちづくり計画の検討において必要なとき 
    のみ教育委員会が参加している 
3 学校施設の復旧等においては教育委員会 
     が関係部局と個別に協議している 
4 復興担当部局が学校の配置等も含め 

























0 10 20 30 40 50 60
2 地域の防災拠点として複合化や他の施設併設を検 
  討している 
1 生涯学習拠点として複合化や他の施設の併設を検 
  討している 
3 農林水産体験を通じたコミュニティづくりの施設併設 
  を検討している 
4 上記の20-1～20-3以外の施設との複合化や併設を 



































0 10 20 30 40 50 60
1 被災前の標高  10m未満 
1 移転先の標高  10m満 
3 移転先の標高  20m以上 
2 被災前の標高  10m以上，20m未満 
2 移転先の標高  10m以上，20m未満 
問21 学校の再建場所は被災前の学校場所と比較してどのような場所に計画していますか 
8 













0 10 20 30 40 50 60
1 移転先の用地は範囲も含め決定している 
2 移転先は決定しているが用地の範囲が決定してい 



















0 10 20 30 40 50 60
1 教育委員会の担当職員が行った 
2 復興担当や都市整備担当等と教育委員会が協力し 
  て行った 
3 復興担当等の教育委員会以外の部署に用地交渉を 
  依頼した 
4 都道府県の土地公社やＵＲ等の外部機関に用地交 












0 10 20 30 40 50 60
1 用地交渉は全て完了している 
2 概ね用地交渉が完了している 
   （交渉済み面積が８割を超えている） 
3 用地交渉が半分程度完了している 







































































○対象学校数 20 校 ※他校間借りと重複1校
４．学校施設の再建方針決定のプロセスや体制に関すること　　問17～22
【問17，18，19対象】
















○対象学校数 40 校 53 校 － 13 校
【問21対象】












































































 平成 23年度  復興計画策定 
(２) 学校の復興計画について 
 平成 25年度  設計着手，造成工事着手（予定） 
 平成 26年度  建築工事着手（予定） 
 平成 27年度  建築工事完了（予定） 
(３) まちづくりの復興計画について 
１） 防災集団移転促進事業について 
 平成 23年度～ 関係機関協議，事業計画検討など 
 平成 24年度  国土交通大臣同意 
 平成 25年度～ 事業着手 
 平成 27年度  事業完了（予定） 
２） 災害公営住宅について 
 平成 25年度～ 整備着手 





























































































・公共施設等   
  
  産業エリア ・漁業等 
  
防災集団移転促進事










































































 平成 23年度  復興計画策定 
(２) 学校の復興計画について 
 平成 26年度  基本構想の策定，調査・測量（予定） 
 平成 26年度～ 基本計画，基本・実施設計（予定） 
平成 27年度 
 平成 28年度～  建築工事着手（予定） 
(３) まちづくりの復興計画について 
１） 防災集団移転促進事業について 
 平成 23年度～ 関係機関協議，事業計画検討など 
 平成 24年度～ 国土交通大臣同意，法定手続，調査設計 
 平成 25年度～ 事業着手（予定） 
 平成 27年度  事業完了（予定） 
２） 災害公営住宅について 
 平成 25年度～ 造成着手（予定） 
























































































































 被災前の学校位置は，海岸から約 100ｍ，標高約３ｍに位置していた。 
 津波により校舎は１階床上浸水，体育館は床上浸水の被害を受けた。 
 被災時に中学校の生徒は，近隣の小学校に避難した。 
















































 平成 23年度  復興計画策定 
(２) 学校の復興計画について 
 平成 24年度  地区住民，学校関係者との意見交換等 
 平成 25年度  「学校のあり方」策定 
 平成 26年度  設計（予定） 
 平成 27年度  工事（予定） 
 平成 28年度  供用開始（予定） 
(３) まちづくりの復興計画について 
１） 災害復興土地区画整理事業について 
 平成 23年度  被災状況調査，復興方針・手法検討 
 平成 24年度  都市計画決定，事業認可，測量・設計 
 平成 25年度  仮換地指定，土地区画整理審議会 
 平成 26年度  宅地造成・道路・インフラ整備（平成 27年度まで） 
 平成 27年度  一部地域で住宅建設可能（予定） 
 平成 28年度  地区のほぼ全域で住宅建設可能（予定） 
 平成 29年度  換地処分，登記 
２） 災害公営住宅について 
 平成 23年度  用地選定・概略検討 
 平成 24年度  設計，調査，用地取得，造成 
 平成 25年度  造成，建築 
 平成 26年度  建築，入居開始（予定） 
３） 海岸堤防・防災緑地・海岸道路等について 
 平成 24年度  都市計画決定，測量・設計・用地買収（平成 25年度まで） 






























































































































































































 平成 23年度  復興計画（学区の再建を含む）策定 
(２) 学校の復興計画について 
 平成 24年度  実施設計，既存校舎解体 
 平成 25年度～ 建築工事着手 
 平成 26年度  供用開始（予定） 
(３) まちづくりの復興計画について 
１） 防災集団移転促進事業について 
 平成 23年度  関係機関協議，事業計画検討など 
 平成 24年度～ 事業計画国土交通大臣同意 
 平成 26年度  事業完了（予定） 
２） 災害公営住宅について 
 平成 24年度～ 整備着手 











































  市街地エリア 
・住宅 








































































































 被災前の学校位置は，小学校が海岸から約２㎞，標高約 1.9m に位置し，中学校は，海岸か
ら約 1.6㎞，標高約 2.4mに位置していた。 
























































 平成 23年度  復興計画策定 
(２) 学校の復興計画について 
 平成 24年度  「小・中学校再建の基本方針」策定 
 平成 26年度  「小・中学校再建の基本計画」策定（予定） 
 平成 27年度～ 実施設計（予定） 
建築工事着手（予定） 
 平成 29年度  供用開始（予定） 
(３) まちづくりの復興計画について 
１） 土地区画整理事業について 
 平成 23年度  地区復興まちづくり推進協議会，事業計画検討など 
 平成 24年度  都市計画決定，測量・設計 
 平成 25年度  事業認可，測量・設計，施工承諾（予定） 
 平成 26年度～ 嵩上げ工事，宅地整地，道路工事など着手（予定） 
 平成 27年度～ 宅地配置替え随時開始，入居開始（予定） 
２） 防災集団移転促進事業について 
 平成 24年度  関係機関協議，事業計画検討など 
 平成 25年度  事業計画国土交通大臣同意（予定） 
 平成 26年度～ 移転先割込み等，用地買収等（予定） 





 平成 26年度  設計等着手，用地取得等開始（予定） 
設計，用地取得等（予定） 



































































































































































［担 当］                   
○「学校の復興とまちづくり」に関する相談窓口 
文部科学省大臣官房文教施設企画部    
施設企画課防災推進室 松下，水澤 
TEL：03－6734－2290  
○ 学校の復興とまちづくりに関する調査研究    











担当課 ○○課 担当者  
連絡先 TEL： FAX： メール： 



















































































































































学校の復興とまちづくり －3 省連携による復興支援－ 













































































































小林 英嗣 「‘教育施設の再建・復興とまちづくり支援’への姿勢と活動」 
 
後藤 春彦 「場所を再生産する拠点としての学校の復興」 
 
竹内 直文 「学校の復興とまちづくりの連携への期待」 
 
長澤  悟 「東日本大震災からの学校施設の復興に携わって」 
 
葉養 正明 「学校の再開と復興を見つめて」 
 
渡会 清治 「学校とコミュニティの連動復興について」 
 







          小野田泰明  






































































































































































































































































































内山節「復興の大義―被災者の尊厳を踏みにじる新自由主義的復興論批判」 (農文協ブックレット) 農山漁村文化協会 2011 
Jane Butzner Jacobs（ジェーン・ジェイコブス）“The Death and Life of Great American Cities（アメリカ大都市の死
と生）”1961 
Henri Lefebvre（アンリ・ルフェーブル）“La Production de l'espace（空間の生産）”1974 
Yi-Fu Tuan（イーフー・トゥアン）“Topophilia: a study of environmental perception, attitudes, and values（トポ
フィリア―人間と環境）”1974 
Yi-Fu Tuan（イーフー・トゥアン）“Space and Place: The Perspective of Experience（空間の経験―身体から都市へ）”
1977 






竹内直文   
























































































            長澤 悟  


































































































































































































総括すると，平成 19 年に比して 25 年の生徒の肯定的な回答は増加している。
「先生は，この学校や生徒のことを大事にしている」は，平成 19 年の 44.2％か
ら，25 年には 83.4％に跳ね上がっている。学校に対する総括的な意識である「こ


































































































































和田 章  
































































〒100-8951 東京都千代田区霞が関 3-2-2 
電話：03-6733-6992 FAX：03-6733-6966 
